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○令和5年9月27日

河﨑会長が介護給付費分科会「令和6年度介護報酬改定に関する事業者団体ヒアリング」に

出席。「賃金、物価の上昇傾向を踏まえ、基本報酬の増額」など6項目を要望。

○令和5年10月6日

自由民主党 麻生副総裁に面会し、「物価高騰対策および介護現場で勤務する職員の処遇改

善に関する緊急要望書」を介護関係12団体で提出、河﨑会長が出席。

○令和5年10月19日

自由民主党 岸田首相、羽生田政調会長に面会し、「物価高騰対策および介護現場で勤務す

る職員の処遇改善に関する緊急要望」を介護関係12団体で提出、記者会見を開催。江頭常務

理事が出席。

○令和5年11月7日

自由民主党「令和6年度予算・税制等に関する政策懇談会」に江頭常務理事が出席。「賃金、

物価の上昇傾向を踏まえ、基本報酬の増額」など6項目を要望。

○令和5年11月8日

「認知症グループホームを考える議員連盟」（会長・田村憲久衆議院議員）総会に、介護

報酬改定についてのヒアリング団体として、河﨑会長、役員等が出席。「賃金、物価の上昇

傾向を踏まえ、基本報酬の増額」など6項目を要望。
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○令和5年11月14日

介護関連19団体の代表者が発起人となり「介護現場で働く人々の暮らしとやりがいを支える

集会～『賃上げ改定』の実現を ～」を開催。会場には、多くの国会議員や、全国の介護現場

で働く職員、関係者等が多数参加。集会では、介護現場の従事者からの声、国会議員からの

応援メッセージに続き、「介護現場で働く人々の“賃上げを実現”するための改定となるよ

う、令和６年度介護報酬の大幅な増額を求める」決議文を採択。最後に、河﨑会長が『賃上

げ改定』の実現を力強く訴える。

○令和5年11月27日

「地域包括ケアシステム・介護推進議員連盟」総会に、河﨑会長、役員等が出席。介護関連

27団体にて、同議員連盟の麻生会長に対し、「介護事業者の健全な経営が可能となり、介護現

場で働く人々の継続的な賃上げを実現するため、令和６年度介護報酬改定では大幅なプラス改

定となるよう」要望書を提出。

○令和5年12月5日

「地域包括ケアシステム・介護推進議員連盟」が上記の要望を受けて、鈴木俊一財務大臣に

対し、人材流出を防ぐため早急に処遇改善対策を行う必要があるとし、24年度介護報酬は過去

の改定率を上回るプラス改定とするよう要望。他の介護関連団体とともに、江頭常務理事が同

行。
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認知症高齢者が増大する中で、認知症グループホームは認知症の人のみを対象とした唯一の

居住系サービスとして、認知症の人のみを受け入れ、入居者のＱＯＬの向上やＢＰＳＤの軽減

に効果を発揮してきました。

今後も認知症グループホームは、地域包括ケアシステムにおいて、その役割・機能を維持し

ていきたいと思いますが、介護現場では、①経営の安定化、②認知症ケアの更なる充実、③重

度化、看取りへの対応、④介護人材の確保、といった課題に直面しております。

以上の課題を踏まえ、認知症グループホームが、引き続き、適正な運営を継続できるよう、

以下の４点について要望いたします。

（要望事項）

１．基本報酬の充実

・賃金、物価の上昇傾向を踏まえ、基本報酬の充実

２．認知症ケアの評価の充実、拠点化の推進

①質の高い認知症ケアをしている事業所の評価

②地域における認知症ケアの拠点化の推進

３．入居者の重度化、看取りへの対応の充実

①医療連携体制加算の見直し

②個々の重度化の容態に応じた適切なサービス提供

４．介護人材の有効活用

・介護支援専門員の柔軟な働き方が可能となるような方策
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日本GH協機関誌「ゆったり」
No１７３【２０２４年３・４月号】掲載
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報酬改定後の想定収支差率
収支差率推移

報酬改定後の
想定収支差率

R6介護報酬
改定増加率

Ｒ５実態調査サービスの種類 Ｒ４年度決算
1.82%2.82%-1.00%介護老人福祉施設
1.66%2.76%-1.10%介護老人保健施設（加算型）
2.91%4.01%-1.10%介護老人保健施設（強化型）
1.35%0.95%0.40%Ⅰ型介護医療院(Ⅰ)(ⅱ)（多床室）
3.67%0.77%2.90%特定施設入居者生活介護
3.62%0.12%3.50%認知症対応型共同生活介護

収支差率 ＝（介護サービスの収入額 − 介護サービスの支出額）／ 介護サービスの収入額

・「介護サービスの収入額」･･･介護報酬による収入（利用者負担分含む）、保険外利用料収入、補助金収入の合計額。
・「介護サービスの支出額」･･･介護事業費用、借入金利息及び本部費繰入の合計額
※税引前収支差率（コロナ関連補助金及び物価高騰対策関連補助金を含まない）
〇介護老人福祉施設

増加比率増加単位改定後現行従来型
2.81%20732712要介護３
2.82%22802780要介護４
2.83%24871847要介護５
2.82%662,4052,339合計

〇老人保健施設
増加比率増加単位改定後現行多床室(加算型)

2.68%22844822要介護１
2.76%24894870要介護２
2.90%27959932要介護３
2.95%291,012983要介護４
2.51%261,0631,037要介護５
2.76%1284,7724,644合計

増加比率増加単位改定後現行多床室(強化型)
4.19%35871836要介護１
4.07%37947910要介護２
4.11%401,014974要介護３
4.08%421,0721,030要介護４
3.69%401,1251,085要介護５
4.01%1945,0294,835合計

〇Ⅰ型介護医療院
増加比率増加単位改定後現行(Ⅰ)(ⅱ)（多床室）

0.97%8833825要介護１
0.96%9943934要介護２
0.94%111,1821,171要介護３
0.94%121,2831,271要介護４
0.95%131,3751,362要介護５
0.95%535,6165,563合計

〇特定施設入居者生活介護
増加比率増加単位改定後現行

0.74%4542538要介護１
0.83%5609604要介護２
0.74%5679674要介護３
0.81%6744738要介護４
0.74%6813807要介護５
0.77%263,3873,361合計

〇認知症対応型共同生活介護
増加比率増加単位改定後現行2ユニット

0.13%1753752要介護１
0.13%1788787要介護２
0.12%1812811要介護３
0.12%1828827要介護４
0.12%1845844要介護５
0.12%54,0264,021合計

「令和５年度介護事業経営実態調査」を基に江頭常務理事作成
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